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令和 7 年度　島根県江津市水道事業会計予算

（総　　　　則）

第 １ 条   令和 7 年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(1)　給　　 水　　 戸　　数　 10,300

収　　　　　入

(2)　年　間　総　給　水　量　　　 2,010,000

第　１　款　　　　　　  水 道 事 業 収 益　　　　　 808,833

(3)　一 日  平 均  給 水 量  5,510

第  ２  項 営 業 外 収 益 279,491

第  １  項 営 業 収 益 529,342

支　　　　　出

第　１　項 営 業 費 用 722,420

第　１  款 水 道 事 業 費 用 771,444

第　３　項 特 別 損 失 1

第　２　項 営 業 外 費 用 46,523

第　４　項 予 備 費 2,500
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　　　　　　　　　　　　　 千円

千円

第　２　項 千円

第　３　項 千円

千円

千円

　　　　　　　　　　　　　 千円

千円

千円

千円

第　４　項 千円

他 会 計 負 担 金 6,160

支　　　　　出

第　１　項 建 設 改 良 費 342,271

第　３　項

第　２　項

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条   資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
225,861千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 19,147千円､当年度分及び過年度分損益勘定留
保資金 206,714千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　入

第　１　項 国 庫 補 助 金 14,000

第　１　款 資 本 的 収 入 355,077

他 会 計 補 助 金 73,667

第　５　項 企 業 債 183,400

第　４　項 工 事 負 担 金 77,850

第　１　款 資 本 的 支 出 580,938

予 備 費 1,500

企 業 債 償 還 金 237,067

災 害 復 旧 事 業 費 100

（債務負担行為）

第 ５ 条 　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

事　　　　　項 期　間 限　　度　　額

翌年度当初から契約を締結する必要のある恒常的な物件の借入
れ及び業務の委託に要する経費に係る支出負担行為 －

当該年度ごとに、翌年度の当初予算とし
て議決を得た金額
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千円

証書借入

5.0 ％以内（利率見直し方
式により利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率。）

借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

上 水 道 事 業 千円183,400

（企 業 債）

第 ６ 条   起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 　率 償 還 の 方 法

(1)　営業費用と営業外費用の間の流用

(2)　建設改良費と災害復旧事業費の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ９ 条   次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又は、これら以外の
経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（一時借入金）

第 ７ 条   一時借入金の限度額は、 100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条   予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)　職  員  給  与  費  85,221
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（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

第 11 条   たな卸資産購入限度額は、1,037千円と定める。

　　　　　　 令 和 7 年 2 月 28 日　提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 江津市長 　 中　村　　中

第 10 条 　水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、166,476千円である。
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 水道事業収益 808,833

1. 営 業 収 益 529,342

1. 給 水 収 益 527,429   水道料金

2. そ の 他 営 業 収 益 1,913   給水収益以外の収益で通常発生する収益

2. 営 業 外 収 益 279,491

  
1. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 27   定期預金利息

2. 分 担 金 6,600

3. 他 会 計 補 助 金 92,809   水道事業会計運営費補助

4. 長 期 前 受 金 戻 入 163,295
　償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金等長期前受金のう
ち、年度毎の減価償却費見合い分を順次収益化するもの

5. 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 7,280
  前年度に計上した引当金のうち、引当過剰額を取り崩して収益処理
するもの

6. 賞 与 等 引 当 金 戻 入 益 4,103
  前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に支出する際に費用
として再計上するための財源になるもの

7. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 75
  前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年度に不納欠損処理
を行う際に当年度費用として再計上するための財源になるもの

8. 雑 収 益 5,301   不用品売却益、その他雑収益

9. 消 費 税 還 付 金 1   消費税及び地方消費税還付金

令和 7 年度　島根県江津市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 水道事業費用 771,444

1. 営 業 費 用 722,420

1. 原 水 及 び 浄 水 費 213,074   受水に要する費用

2. 施 設 管 理 費 130,282 　水道施設・設備及び量水器の維持管理に要する費用

3. 業 務 費 52,168   料金の調定、請求及び収納の業務に要する費用

4. 総 係 費 40,390   水道事業の経常的な活動全般に関する費用

5. 減 価 償 却 費 281,504   固定資産の減価償却費

6. 資 産 減 耗 費 5,002   固定資産の除却費、たな卸資産の減耗費

2. 営 業 外 費 用  46,523

 
1. 支払利息及び企業債取扱諸費 41,491 　企業債等支払利息

 
2. 雑 支 出 32 　不用品売却原価及び僅少過年度損益修正損

 
3. 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 5,000 　消費税及び地方消費税

3. 特 別 損 失  1

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 1

4. 予 備 費  2,500

  
1. 予 備 費 2,500

支　　　　　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 資 本 的 収 入 355,077

1. 国 庫 補 助 金 14,000

1. 国 庫 補 助 金 14,000

2. 他 会 計 補 助 金 73,667

 
1. 一 般 会 計 補 助 金 73,667 　水道事業会計運営費補助

3. 他 会 計 負 担 金 6,160

1. 一 般 会 計 負 担 金 6,160   消火栓の設置工事等の経費に係る一般会計の負担金

4. 工 事 負 担 金 77,850

1. 工 事 負 担 金 77,850   公共工事の施行に伴う配水管支障移転工事の経費に係る負担金

5. 企 業 債 183,400

1. 企 業 債 183,400 　建設改良費の財源に充てるために借り入れる企業債

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 資 本 的 支 出 580,938

1. 建 設 改 良 費 342,271

1. 送 配 水 施 設 整 備 費 308,219   送配水施設の新設、更新及び改良に要する費用

 
2. 営 業 設 備 費 355   量水器の設置及び営業設備の購入等に要する費用

3. 資 本 勘 定 職 員 給 与 費 33,697 　建設改良事業等に従事する職員の給与費

 
2. 災 害 復 旧 事 業 費 100

1. 災 害 復 旧 事 業 費 100   災害復旧に要する費用

 
3. 企 業 債 償 還 金 237,067

1. 企 業 債 償 還 金 237,067   企業債償還元金

4. 予 備 費 1,500

1. 予 備 費 1,500

支　　　　　　　　出

款 項 目
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　１. 総　　　　括

退職給付費 計
共済組合負担金
公務災害負担金
雇用保険料

賞与等引当金
繰 入
法定福利費分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

 

 

　　　    　  
 

（千円） （千円） （千円）

966 680 24,348

984 420 22,843

△ 18 260 1,505

600

　上記以外に資本勘定支弁職員に係る令和8年6月の期末勤勉手当の支給及び法定福利費の支払に備えた、予算執行を伴わない賞与等引当金繰入額 3,177千円
（手当分 2,646千円、法定福利費 531千円）がある。

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当　等
賞与等引当金
繰 入
手 当 分

計

17,562 10,459 -

3,755 - 42,904 7,877 743 8,620

 4
- 28,021 5,676

給  与  費  明  細  書

区 分

職 員 数 給　　与　　費 法定福利費

合  　　計

（人） (人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

年

度

 損益勘定支弁職員
 (　)

 25,260 13,889

- 5,676

合　　　計
 (　)

 743 14,296

33,697

51,524
 7

 資本勘定支弁職員
 (　)

 

85,221
 11

前

年

度

 損益勘定支弁職員
 (　)  

42,822 24,348 3,755 0 70,925 13,553

736 8,940 58,313
 7  

25,814 13,797 3,684 6,078 49,373 8,204

31,232
 4  

合　　　計
 (　)  

42,638 22,843

- - 25,870 5,362 - 5,362 資本勘定支弁職員
 (　)  

16,824 9,046

89,545
 11  

比

較

 損益勘定支弁職員
 

0  △ 554

3,684 6,078 75,243 13,566 736 14,302

- 314 2,465

△ 320 △ 6,789
 

 資本勘定支弁職員
 

△ 327 7

 

合　　　計
 

0  184

- 2,151 3140  738 1,413 -

92 71 △ 6,078 △ 6,469

△ 6 △ 4,324
 

1,505 71 △ 6,078 △ 4,318 △ 13 7

計

（千円） （千円） （千円） (千円） （千円） （千円）

（　）は短時間勤務職員について外書き

手当等
の内訳

区 分

扶  養
手  当

時間外勤務
手  当

管理職
手  当

管理職
特別勤務手当

期末勤勉
手    当

通  勤
手  当

本年度 924 2,200 1,032 8 17,839

99比  較

住  居
手  当

児  童
手  当

204 0 516 4 440

699

前年度 720 2,200 516 4 17,399
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　２. 給料及び職員手当の増減額の明細

　給与改定の状況 給与の改定率　　　3.39%

  　　　　　　　　 給与改定実施時期　令和６年４月１日

  

支給率の改定に伴うもの 375

     期末勤勉手当の支給率

6月 12月 計

2.300 2.300 4.600

2.250 2.250 4.500

0.050 0.050 0.100

給与改定に伴うもの 568

99

△ 18

4 260

△ 503

区 分 増 減 額
（ 千 円 ）

増 減 事 由 別 内 訳
（ 千 円 ）

説   明 備　　　　　　考 

昇給に伴う増
加分

1,213

給　料 184 給与改定に伴
う増減分

1,406

    　　 （現に在職する職員数）　　　（その他） 　（計）
△ 2,435 　本年度　　　　　 11人　　　　　　　  　0人　　 　11人

　前年度　　　 　　11人　　　　　　 　   0人　　　 11人

その他の増減
分

△ 2,435 会計間人事交流等
に伴うもの

　増　減　　 　 　  0人　　　　　 　 　　0人　 　 　0人

手当等 1,505 制度改正に伴
う増減分

943 期末勤勉手当の支
給率改定等に伴う
もの

943 本年度 支給率

前年度 支給率

増減 支給率

その他の増減
分

562

　　管理職手当

会計間人事交流等
に伴うもの

　　扶養手当 204

516

562 　 管理職特別勤務手当 　　児童手当

　　住居手当

　　期末勤勉手当

支給期

　職員の異動状況

　　通勤手当
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　３．給料及び手当の状況  

　 (1)職員一人当たり給与 〔単位：円、歳〕　

  

　 (2) 初　任　給  〔単位：円〕

 

区分 企業職 一 般 会 計 の 制 度

高校卒 188,000 188,000

大学卒 220,000

令和7年1月1日
現        在

平均給料月額 321,072

平均給与月額 353,090

平均年令 40歳0か月

令和6年1月1日
現        在

平均給料月額 320,492

平均給与月額 350,964

平均年令 43歳2か月

区            分 企業職

220,000

12



　 (3)級別職員数

（　）は短時間勤務職員について外書き

計
（　） （　） 

11 100.0

計
（　） （　） 

12 100.0

（　） （　） 

2 16.7

(　） (　）

2 16.7

３　級  主任
3

６　級
(　） (　）

６　級  参事、課長、主査、総括調整監
2 18.2

 係長
2 18.2

５　級
（　） （　） 

５　級  課長補佐、調整監
1 9.1

４　級
（　） （　） 

４　級

区　分

令和7年1月1日
現        在

（　） 
１　級  主事、技師

2 18.2

２　級

１　級
（　） 

 ( 級 別 職 務 表 ）

企　　業　　職
 区　分 職　　務　　内　　容

級 職員数（人） 構成比（％） 

令和6年1月1日
現        在

１　級
（　） （　） 

2 16.7

２　級
（　） （　） 

1 8.3

３　級
（　） （　） 

2

５　級
（　） （　） 

3 24.9

６　級

４　級

16.7

27.3

（　） （　） 
２　級

1 9.1
 主任主事、主任技師

３　級
（　） （　） 
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 　(4)昇給   （5)期末手当・勤勉手当

（人）  ６ 月 １２月

（人） 　(月 分） (月 分） （月 分）

（人） (1.2) (1.2) (2.4)

（人） 2.300 2.300 4.60

（人） (1.175) (1.175) (2.35)

（人） 2.250 2.250 4.50

(1.2) (1.2) (2.4)

（人） 2.300 2.300 4.60

（人） （　）内は暫定再任用職員の標準的な支給率

（人）

（人）

（人）

（人）

   (6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   (7)特殊勤務手当

　　　なし

   (8)その他の手当

通勤手当 無

区分 一般会計の制度との差異 差 異 の 内 容

扶養手当 無

住居手当 無

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.7090 47.7090 定年前早期退職者特例措置　（2～20％加算）

一般会計の制
度（支給率等)

24.586875 33.27075 47.7090 47.7090 定年前早期退職者特例措置　（2～20％加算）

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備　　　　考
(月分） （月分） （月分） （月分）

90.9 一般会計の
有

4号給以上 10

比率（Ｂ）/（Ａ）　　　（％）

前

年

度

職　員　数 ( Ａ ） 11 制　　度

昇給に係る職員数 ( Ｂ ） 10

号給数別内訳

1号給 0

2号給 0

3号給 0

4号給以上 10

比率（Ｂ）/（Ａ）　　　（％） 90.9

有

区　　　　　　　分 企　業　職 

区 分
支給期別支給率

支給率計 職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備考

本

年

度

職　員　数 ( Ａ ） 11

昇給に係る職員数 ( Ｂ ） 10

号給数別内訳

1号給 0
本 年 度 有

2号給 0

3号給 0
前 年 度
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期　間 金　額 期　間 金　額

翌年度当初から契約を締結する必要のあ
る恒常的な物件の借入れ、及び業務の委
託に要する経費に係る支出負担行為

当該年度ごとに、翌年度の当初予算とし
て議決を得た額  

 
   

 
 

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限　　度　　額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額 左    の

財源内訳
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4
,
0
5
1
千

円
　

 
1
年

超
　

 
1
4
,
7
2
0
千

円
　

　
合

計
　

1
8
,
7
7
1
千

円

　
５

　
そ

の
他

リ
ー

ス
取

引
の

処
理

方
法

　
　

　
　

そ
の

他
の

リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
は

、
通

常
の

賃
貸

借
取

引
に

係
る

方
法

に
準

じ
た

会
計

処
理

に
よ

っ
て

い
る

。

　
　

(
1
)
　

未
経

過
リ

ー
ス

料
相

当
額

　
　

 
 
い

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
手

当
支

給
予

定
額

及
び

法
定

福
利

費
支

払
予

定
額

に
基

づ
き

、
当

　
　

　
　

職
員

の
令

和
8
年

6
月

分
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
そ

の
手

当
に

係
る

事
業

主
負

担
分

の
法

定
福

利
費

支
払

　
　

　
ア

　
オ

ペ
レ

ー
テ

ィ
ン

グ
・

リ
ー

ス
　

　
 
 
 
 
　

 
 
1
年

内
　

3
6
2
千

円
　

 
1
年

超
　

5
1
7
千

円
　

　
合

計
　

8
7
9
千

円

　
６

　
引

当
金

の
計

上
基

準

　
　

(
1
)
　

退
職

給
付

引
当

金

　
１

　
重

要
な

非
資

金
取

引

　
　

　
　

当
事

業
年

度
末

に
お

け
る

職
員

に
対

す
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
を

計
上

し
て

い
る

。

　
　

(
2
)
　

賞
与

等
引

当
金

　
　

　
て

い
る

。

Ⅱ
　

予
定

キ
ャ

ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
等
に

関
す

る
注

記
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当
事

業
年

度
に

お
い

て
、

未
回

収
債

権
の

不
納

欠
損

処
理

に
伴

い
、

貸
倒

引
当

金
 
3
2
千

円
を

取
り

崩
す

。

Ⅴ
　

そ
の

他
会

計
に

関
す

る
書

類
の

作
成

の
た

め
の

基
本

と
な

る
重

要
な

事
項

に
関

す
る

注
記

　
　

　
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
て

い
る

企
業

債
（

1
年

内
に

償
還

予
定

の
も

の
を

含
む

）
の

う
ち

、
一

般
会

計
が

負
担

　
　

す
る

と
見

込
ま

れ
る

金
額

は
 
6
7
3
,
6
2
8
千

円
で

あ
る

。

Ⅳ
　

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
に

関
す

る
注

記
　

　
１

　
報

告
セ

グ
メ

ン
ト

の
概

要

　
　

　
単

一
セ

グ
メ

ン
ト

の
た

め
、

記
載

を
省

略
し

て
い

る
。

　
　

(
2
)
　

貸
倒

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取

崩
し

に
つ

い
て

　
１

　
消

費
税

等
の

会
計

処
理

　
　

　
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

は
税

抜
処

理
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

　
２

　
引

当
金

の
取

崩
し

及
び

使
用

目
的

　
　

 
 
 
1
,
1
8
3
千

円
の

支
払

い
の

た
め

、
賞

与
等

引
当

金
 
7
,
1
2
7
千

円
を

使
用

す
る

。

　
　

(
1
)
　

賞
与

等
引

当
金

の
目

的
使

用
に

よ
る

取
崩

し
に

つ
い

て

　
　

　
　

当
事

業
年

度
に

お
い

て
、

令
和

7
年

6
月

支
給

の
期

末
・

勤
勉

手
当

 
 
5
,
9
4
4
千

円
の

支
給

及
び

法
定

福
利

費

Ⅲ
　

予
定

貸
借

対
照
表
等
に
関
す
る
注
記

　
１

　
退

職
給

付
引

当
金

の
計

上

　
　

　
令

和
7
年

3
月

3
1
日

時
点

に
お

け
る

職
員

に
対

す
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
 
8
8
,
3
4
1
千

円
に

、
令

和
7
年

度
中

に

　
　

計
上

す
べ

き
額

 
7
,
2
8
0
千

円
を

減
算

し
計

上
し

て
い

る
。

　
２

　
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

額
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⑴
4
8
2
,
7
0
4

⑵
1
,
9
9
3

4
8
4
,
6
9
7

⑴
1
9
9
,
7
7
9

⑵
1
1
4
,
6
1
2

⑶
4
3
,
6
0
0

⑷
4
6
,
4
4
2

⑸
3
0
3
,
3
7
0

⑹
3
,
5
0
2

7
1
1
,
3
0
5

△
 
2
2
6
,
6
0
8

⑴
3

⑵
4
,
3
2
0

⑶
9
8
,
3
7
7

⑷
1
7
0
,
2
0
0

⑸
0

⑹
4
,
2
8
4

⑺
9
1

⑻
3
,
9
0
3

2
8
1
,
1
7
8

⑴
4
3
,
7
7
9

⑵
2
5

4
3
,
8
0
4

2
3
7
,
3
7
4

1
0
,
7
6
6

00
0

1
0
,
7
6
6

8
0
6
,
8
6
4

8
1
7
,
6
3
0

令
和

 
6
 
年

度
　

島
根

県
江

津
市

水
道

事
業

予
定

損
益

計
算

書
 
（
令
和
 
6
 
年
 
4
 
月
 
1
 
日

か
ら

令
和

 
7
 
年

 
3
 
月

 
3
1
 
日

ま
で

）

(
単

位
：

千
円

)

給
水

収
益

１
．

営
　
業
　
収
　
益

そ
の

他
営

業
収

益

原
水

及
び

浄
水

費

２
．

営
　
業
　
費
　
用

施
設

管
理

費

総
係

費

業
務

費

資
産

減
耗

費

減
価

償
却

費

営
業

損
失

受
取

利
息

及
び

配
当

金

３
．

営
　
業
　
外
　
収
　
益

他
会

計
補

助
金

分
担

金

退
職

給
付

引
当

金
戻

入
益

長
期

前
受

金
戻

入

貸
倒

引
当

金
戻

入
益

賞
与

等
引

当
金

戻
入

益

雑
収

益

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費

４
．

営
　
業
　
外
　
費
　
用

経
 
 
 
常
 
 
 
利
 
 
 
益

雑
支

出

５
．

特
　
別
　
利
　
益

６
．

特
　
別
　
損
　
失

当
年

度
未
処
分
利
益
剰
余
金

前
年

度
　
繰
越
利
益
剰
余
金

当
　

年
　
度
　
純
　
利
　
益
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（
1
）

有
形

固
定

資
産

ア
土

地
3
5
3
,
7
9
2

イ
建

物
3
7
2
,
6
0
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
1
5
,
6
8
0

1
5
6
,
9
2
0

ウ
構

築
物

1
1
,
9
2
6
,
7
8
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
,
4
2
5
,
6
2
7

6
,
5
0
1
,
1
5
3

エ
機

械
及

び
装

置
1
,
6
4
2
,
1
5
3

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
0
0
,
5
5
0

5
4
1
,
6
0
3

オ
車

両
運

搬
具

3
,
2
3
2

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
0
7
0

1
6
2

カ
工

具
器

具
及

び
備

品
6
,
8
4
2

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
,
6
7
0

1
,
1
7
2

キ
建

設
仮

勘
定

3
,
0
2
4

有
形

固
定

資
産

7
,
5
5
7
,
8
2
6

（
2
）

無
形

固
定

資
産

ア
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
4
,
0
5
8

イ
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
仮

勘
定

1
,
6
2
3

無
形

固
定

資
産

5
,
6
8
1

固
定

資
産

7
,
5
6
3
,
5
0
7

（
1
）

現
金

及
び

預
金

3
3
6
,
0
1
1

（
2
）

未
収

金
2
1
,
5
0
1

△
 
3
1
6

2
1
,
1
8
5

（
3
）

貯
蔵

品
3
,
5
5
4

流
動

資
産

3
6
0
,
7
5
0

資
産

7
,
9
2
4
,
2
5
7

（
1
）

企
業

債

ア
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

2
,
4
8
2
,
5
7
3

イ
そ

の
他

企
業

債
1
6
,
5
0
0

2
,
4
9
9
,
0
7
3

（
2
）

引
当

金

ア
退

職
給

付
引

当
金

8
8
,
3
4
1

8
8
,
3
4
1

固
定

負
債

2
,
5
8
7
,
4
1
4

（
1
）

企
業

債

ア
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

2
2
9
,
9
6
7

イ
そ

の
他

企
業

債
7
,
1
0
0

2
3
7
,
0
6
7

（
2
）

未
払

金
2
9
,
7
9
6

（
3
）

引
当

金

ア
賞

与
等

引
当

金
7
,
1
2
7

7
,
1
2
7

（
4
）

そ
の

他
流

動
負

債
1
,
1
6
0

流
動

負
債

2
7
5
,
1
5
0

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計 資

　
　

産
　

　
の

　
　

部

 
 
 
令

和
 
6
 
年
度
　
島
根
県
江
津
市
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

（
　

令
和

 
7
 
年

 
3
 
月

 
3
1
 
日

　
）

(
単
位
：
千
円
)

１
．

固
　

定
　

資
　

産

４
.
　

流
　

動
　

負
　

債

２
．

流
　

動
　

資
　

産

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計負

　
　

債
　

　
の

　
　

部

３
.
　

固
　

定
　

負
　

債

貸
 
 
倒

 
 
引

 
 
当

 
 
金

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計
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（
1
）

長
期

前
受

金

ア
国

庫
補

助
金

2
,
0
1
2
,
9
4
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
9
4
4
,
3
3
5

1
,
0
6
8
,
6
0
5

イ
県

補
助

金
1
5
,
8
4
1

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
1
1
,
8
1
7

4
,
0
2
4

ウ
他

会
計

補
助

金
1
,
0
1
1
,
8
0
9

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
5
2
1
,
7
1
2

4
9
0
,
0
9
7

エ
寄

附
金

4
7

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
4
5

2

オ
工

事
負

担
金

2
,
5
0
9
,
6
5
4

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
1
,
3
5
8
,
2
7
1

1
,
1
5
1
,
3
8
3

カ
他

会
計

負
担

金
1
7
7
,
6
7
3

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
4
9
,
6
5
6

1
2
8
,
0
1
7

キ
受

贈
財

産
評

価
額

6
8
4
,
5
4
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
3
5
8
,
6
6
2

3
2
5
,
8
7
8

ク
そ

の
他

長
期

前
受

金
2
0
,
7
9
9

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
7
,
4
8
6

1
3
,
3
1
3

長
期

前
受

金
3
,
1
8
1
,
3
1
9

（
2
）

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

0

繰
延

収
益

3
,
1
8
1
,
3
1
9

負
債

6
,
0
4
3
,
8
8
3

（
1
）

資
本

金
1
,
0
3
8
,
6
8
2

資
本

金
1
,
0
3
8
,
6
8
2

（
1
）

資
本

剰
余

金

ア
国

庫
補

助
金

2
0
,
8
1
0

イ
県

補
助

金
2

ウ
他

会
計

補
助

金
0

エ
寄

附
金

0

オ
工

事
負

担
金

1
,
2
9
9

カ
他

会
計

負
担

金
0

キ
受

贈
財

産
評

価
額

1
,
9
5
1

資
本

剰
余

金
2
4
,
0
6
2

（
2
）

利
益

剰
余

金

ア
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

8
1
7
,
6
3
0

利
益

剰
余

金
8
1
7
,
6
3
0

剰
余

金
8
4
1
,
6
9
2

資
本

1
,
8
8
0
,
3
7
4

負
債

・
資

本
7
,
9
2
4
,
2
5
7

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

６
.
　

資
　

　
本

　
　

金

５
.
　

繰
　

延
　

収
　

益

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計資

　
　

本
　

　
の

　
　

部

 
合

 
 
計

７
.
　

剰
　

　
余

　
　

金

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

23



　
　

　
エ

　
車

両
運

搬
具

　
　

　
　

 
4
年

～
5
年

　
　

　
ウ

　
機

械
及

び
装

置
　

 
　

 
8
年

～
1
5
年

Ⅰ
　

重
要

な
会

計
方
針
に
係
る
事
項
に
関
す
る

注
記

　
１

　
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

　
　

(
1
)
　

貯
蔵

品
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

　
　

　
　

先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価

法
に

よ
っ

て
い

る
。

（
貸

借
対

照
表

価
額

は
収

益
性

の
低

下
に

基
づ

く
簿

価
切

り
下

 
 
 
 
 
 
げ

の
方

法
に

よ
り

算
定

。
）

　
２

　
有

形
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
及

び
耐

用
年

数

　
　

(
1
)
　

減
価

償
却

の
方

法

　
　

　
　

定
額

法

　
　

(
2
)
　

主
な

耐
用

年
数

　
　

　
ア

　
建

物
　

　
　

　
 
 
 
 
 
4
5
年

～
6
0
年

　
　

　
イ

　
構

築
物

　
　

 
　

　
　

3
0
年

～
6
0
年

　
　

　
オ

　
工

具
器

具
及

び
備

品
　

 
2
年

～
8
年

　
３

　
無

形
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
及

び
耐

用
年

数

　
　

(
1
)
　

減
価

償
却

の
方

法

　
　

　
　

定
額

法

　
　

(
2
)
　

主
な

耐
用

年
数

　
　

　
　

未
回

収
債

権
の

う
ち

、
債

務
者

ご
と

の
収

納
状

況
に

よ
り

回
収

不
能

と
な

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
額

を
計

上
し

　
　

　
ア

　
ソ

フ
ト

ウ
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１
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等
の

会
計

処
理
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（単位：千円）

款 予 定 額 説　　　　　明 

1.水道事業収益 808,833

1. 営   業   収   益 529,342

1. 給 水 収 益 527,429

水 道 使 用 料 527,429  水道料金

2. そ の 他 営 業 収 益 1,913

材 料 売 却 収 益 1

手 数 料 1,122
 督促手数料 235　停水解除手数料 67
 給水装置工事関係手数料 820

他 会 計 負 担 金 790
 消火栓修繕に係る一般会計の負担金 770
 消防用水道使用負担金 20

2. 営 業 外 収 益 279,491

1. 受 取 利 息 及 び
配 当 金

27

  預 金 利 息 27  定期預金利息

2. 分 担 金 6,600

分 担 金 6,600  加入分担金

3. 他 会 計 補 助 金 92,809

一 般 会 計 補 助 金 92,809  水道事業会計運営費補助

4. 長 期 前 受 金 戻 入

163,295
 償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金
等長期前受金のうち、年度毎の減価償却費見合い
分を順次収益化するもの

国 庫 補 助 金 42,676

県 補 助 金 255

他 会 計 補 助 金 46,836

他 会 計 負 担 金 4,294

受 贈 財 産 評 価 額 23,087

令和 7 年度  島根県江津市水道事業会計予算実施計画明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

項 目 節 
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款 予 定 額 説　　　　　明 項 目 節 

工 事 負 担 金 44,899

その他長期前受金 1,248

5. 退 職 給 付 引 当 金
戻 入 益

7,280

退 職 給 付 引 当 金
戻 入 益

7,280
 前年度までに計上した引当金のうち、引当過剰額
を取り崩して収益処理するもの

6. 賞 与 等 引 当 金
戻 入 益

4,103

賞 与 等 引 当 金
戻 入 益

4,103
 前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に
支出する際に費用として再計上するための財源に
なるもの　　手当分 3,425　法定福利費分 678

7. 貸倒引当金戻入益 75

貸倒引当金戻入益 75
 前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年
度に不納欠損処理を行う際に、当年度費用として
再計上するための財源になるもの

8. 雑 収 益 5,301

不 用 品 売 却 収 益 550

そ の 他 雑 収 益 4,751

 雑品売払代金 9　機械設備等損害保険金 2
 水道庁舎等電気料負担金・分担金 4,649
 行政財産使用料 47  機械使用料 10
 国税還付加算金 2
 水道施設事故復旧原因者負担 32

9. 消 費 税 還 付 金 1

消 費 税 還 付 金 1  消費税及び地方消費税還付金
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(単位：千円)

款 予 定 額 説　　　　　明 

1.水道事業費用 771,444

1. 営 業 費 用 722,420

1. 原 水 及 び 浄 水 費 213,074

受 水 費 213,074  県用水受水固定料金 212,606　超過料金 468

2. 施 設 管 理 費 130,282

給 料 7,310  職員給

  
手 当 等 3,825

 時間外勤務手当 550 期末勤勉手当 2,963
 住居手当 312

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

1,249
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 1,042　法定福利費分 207

法 定 福 利 費 2,275
 職員共済組合負担金 2,254
 公務災害補償負担金 21

旅 費 22  普通旅費

被 服 費 115  作業服購入費

備 消 耗 品 費 84  事務用品等

燃 料 費 199  車両燃料費

光 熱 水 費 828  水道施設電灯料

通 信 運 搬 費 3,905
 電話等回線料 3,197　郵券料 7
 インターネット回線料 701

委 託 料 48,374
 水質検査業務 4,559　残塩測定業務 503
 施設維持管理等業務 34,259　漏水調査業務 8,613
 施設・設備点検業務 440

  手 数 料 324  車両関係

  賃 借 料 536  共架料 97　借地料 217　車両等借上料 222

修 繕 費 19,415
 消火栓修繕 1,375　 配水管維持補修 13,640
 機械設備維持補修 4,400

工 事 請 負 費 27,165  水道施設・設備の営繕工事費

  路 面 復 旧 費 2,310  路面補修費

動 力 費 10,390  水道施設動力費

支　　　　　　　　出

項 目 節 
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款 予 定 額 説　　　　　明 項 目 節 

薬 品 費 396  滅菌用薬品及び残塩測定試薬

  材 料 費 1,400  配水管等維持補修材料

補 償 金 1  水道施設賠償責任補償金

厚 生 費 12  県互助会負担金

保 険 料 147  車両関係 29　機械設備関係 118

3. 業 務 費 52,168

給 料 6,489  職員給

手 当 等 3,100
 時間外勤務手当 400　期末勤勉手当 2,545
 通勤手当 155

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

1,185
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 989　法定福利費分 196

法 定 福 利 費 1,911
 職員共済組合負担金 1,890
 公務災害補償負担金 21

備 消 耗 品 費 995  料金請求、検針等消耗品費

燃 料 費 63  車両燃料費

印 刷 製 本 費 898  料金請求、検針等印刷費

通 信 運 搬 費 1,868  料金請求、検針等通信費

委 託 料 12,808  検針業務 11,836　料金システム保守業務等 972

  手 数 料 2,751  収納事務取扱手数料等

賃 借 料 3,673  料金システム賃借料

修 繕 費 16,404  量水器取替

厚 生 費 10  県互助会負担金

保 険 料 13  車両関係

4. 総 係 費 40,390

給 料 11,461  職員給

  

手 当 等 6,964

 扶養手当 174　時間外勤務手当 600
 管理職手当 516　管理職特別手当 4
 期末勤勉手当 4,771　通勤手当 125
 住居手当 654　児童手当 120

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

2,064
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 1,724　法定福利費分 340
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款 予 定 額 説　　　　　明 項 目 節 

法 定 福 利 費 3,691
 職員共済組合負担金 3,659
 公務災害補償負担金 32

旅 費 133  普通旅費

退職手当組合負担金 7,280  退職手当組合負担金

被 服 費 115  作業服購入費

備 消 耗 品 費 352  営業活動全般に係る備消耗品費

光 熱 水 費 2,420  水道庁舎光熱水費

印 刷 製 本 費 20  営業活動全般に係る印刷製本費

通 信 運 搬 費 414  営業活動全般に係る電話代、郵券料

委 託 料 2,825
 会計システム保守業務 2,244
 管路システム保守業務 308　職員健康診断等 273

手 数 料 59  出納取扱金融機関事務取扱手数料等

賃 借 料 835  会計システム 733　その他 102

修 繕 費 1,094  水道庁舎設備修繕費

補 償 金 1  公務災害補償金

研 修 費 80  職員研修費

厚 生 費 57  県互助会負担金 19　市職員共済会補助金 38

負 担 金 134  日本水道協会負担金 124  諸会議負担金 10

保 険 料 303  水道施設賠償責任保険

貸倒引当金繰入額 73  貸倒引当金として計上するための繰入額

雑 費 15  公共下水道使用料

5. 減 価 償 却 費 281,504

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

280,291
 建物 6,482　構築物 224,904
 機械及び装置 48,358　工具器具及び備品 547

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,213  ソフトウェア

6. 資 産 減 耗 費 5,002

固 定 資 産 除 却 費 5,000

たな卸資産減耗費 2
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款 予 定 額 説　　　　　明 項 目 節 

2. 営 業 外 費 用 46,523

1. 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

41,491

  企 業 債 利 息 41,491

2. 雑 支 出 32

雑 支 出 32  僅少過年度損益修正損

3. 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

5,000

公 課 費 5,000

3. 特 別 損 失 1

1. 過 年 度 損 益
修 正 損

1  

  過年度損益修正損 1

4. 予 備 費 2,500

1. 予 備 費 2,500

予 備 費 2,500
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(単位：千円)

款 節 予 定 額 

1. 資 本 的 収 入 355,077

1. 国 庫 補 助 金 14,000

1. 国 庫 補 助 金 14,000

国 庫 補 助 金 14,000  生活基盤施設耐震化等交付金

2. 他 会 計 補 助 金 73,667

1. 一 般 会 計 補 助 金 73,667

一般会計補助金 73,667

3. 他 会 計 負 担 金 6,160

1. 一 般 会 計 負 担 金 6,160

一般会計負担金 6,160  消火栓設置工事負担金

4. 工 事 負 担 金 77,850

1. 工 事 負 担 金 77,850

工 事 負 担 金 77,850

5. 企 業 債 183,400

1. 企 業 債 183,400

上水道事業債 132,200

辺地対策事業債 13,600

過疎対策事業債 37,600

 建設改良費の財源に充てるために借り入れる企業債

 水道事業会計運営費補助

 公共工事の施行に伴う配水管等支障移転工事負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

項 目 説　　　　　明 
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（単位：千円）

款 項 節 予 定 額 説　　　　　明 

1. 資 本 的 支 出 580,938

1. 建 設 改 良 費 342,271

1. 送 配 水 施 設 整 備 費 308,219

旅 費 159

備 消 耗 品 費 2,020

燃 料 費 356  車両燃料費

委 託 料 29,917
 調査測量設計業務　28,000
 管路システム構築業務  1,917

手 数 料 63

賃 借 料 977  積算システム、コピー機

工 事 請 負 費 274,324
 配水管布設・布設替工事 127,600
 配水管支障移転工事 102,900
 消火栓設置工事 6,160　設備更新工事 37,664

研 修 費 40  職員研修費

厚 生 費 29  県互助会負担金

負 担 金 334  積算システム共同利用負担金

2. 営 業 設 備 費 355

固 定 資 産 購 入 費 355  量水器設置

3. 資本勘定職員給与費 33,697

給 料 17,562  職員給

手 当 等 10,459

 扶養手当 750　時間外勤務手当 650
 管理職手当 516　管理職特別手当 4
 期末勤勉手当 7,560　通勤手当 419
 児童手当 560

法 定 福 利 費 5,676
 職員共済組合負担金 5,634
 公務災害補償負担金 42

支　　　　　　　　出

目
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款 項 節 予 定 額 説　　　　　明 目

2. 災 害 復 旧 事 業 費 100

1. 災 害 復 旧 事 業 費 100

災 害 復 旧 事 業 費 100

3. 企 業 債 償 還 金 237,067

1. 企 業 債 償 還 金 237,067

企 業 債 償 還 金 237,067
 上水道事業債 113,092  簡易水道事業債 104,192
 過疎対策事業債 4,108  辺地対策事業債 8,575
 公営企業会計適用債 2,400　災害復旧事業債 4,700

4.予 備 費 1,500

1. 予 備 費 1,500

予 備 費 1,500
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